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1．この会社が目指す姿が理解できるか（将来） 

 方向性が明確で、その将来ビジョンについて理解しやすいと考える。日本郵政が統合報告

書で描いている将来像は、日本全国に存在する郵便局ネットワークを単なる郵便・金融の拠

点としてではなく、地域社会の課題を解決するプラットフォームへと進化させることにあ

ると示されている。郵便物の減少や物流競争の激化といった構造変化を前提に、郵便・物流

の収益改善、金融事業の安定収益、不動産事業の成長を中心として、グループ全体を持続的

に成長させる姿を明確に示している。特に 2026 年 3 月期の決算では、郵便・物流の損益改

善やゆうちょ銀行・かんぽ生命の増益が確認され、これまでの「守り」から「成長ステージ」

へと転換しようとする意志を読み取ることができる。とくに株主通信では、文章だけでなく

その中期経営計画が図表として示されており、イメージしやすいと感じた。 

 

 

2．この会社の競争優位性が理解できるか（現在） 

 現在の競争優位性については、他社が模倣できない強みがいくつも存在する。かつての国

営事業として 130 年以上継続してきた郵政事業はいまだその遺産を継承しており、その唯

一性は明確である。とくに全国 24,000 を超える郵便局ネットワークは、都市部から離島ま

で均質に広がる唯一無二のインフラであり、地域住民との接点の深さは民間企業では代替

できない。また、郵便・物流と金融サービスを同じ拠点で提供できる点も日本郵政ならでは

の特徴で、ゆうちょ銀行やかんぽ生命が持つ巨大な顧客基盤は、データ活用や新サービス展

開の潜在力を高めている。さらに、公共性の高いブランドへの信頼は、長年の歴史が支えて

きた資産であり、これもまた簡単には揺らがないと考えられる。 

 

 

3．その競争優位性に持続性があるかどうか理解できるか（変化） 

 これらの競争優位性が永続的に続くかといえば、必ずしも楽観視できるわけではない。郵

便物の減少は構造的であり、物流市場ではヤマトや佐川といった民間大手が効率化を加速

させている。金融事業は安定しているものの、金利環境や規制の影響を受けやすく、グルー

プ一体運営も株式売却の進展により難易度が増している。デジタル化の進展にともなう郵

便物の減少や少子高齢化など、これらの構造的課題については株主通信などでも言及され

ており、そのようなトレンドを踏まえたうえでの顧客の新たなニーズを分析し、具体的な対

応策も提案されている。とはいえ、全国ネットワークやブランド信頼といった基盤は依然と



して強固であり、これらを DX や新規事業と結びつけられるかどうかが、競争優位性の持続

性を左右するカギであることが読み取れた。 

 

 

4．この会社で自身の人的資本の価値向上を達成できると思うか 

 人的資本の価値向上という観点では、日本郵政は大規模組織としては珍しく、人材の育成

や従業員体験価値の向上に積極的に投資しているという。郵便・物流のデジタル化、金融サ

ービスの高度化、地域共創型の新規事業など、挑戦できる領域は広く、複合事業体ならでは

のキャリアの幅も魅力的だ。日本全体にかかわる巨大なインフラを変革する経験は他社で

は得られない希少なスキルとなり得る。一方で、組織規模の大きさゆえに意思決定が遅い場

面も想定され、変革期の組織であることを理解したうえで、自ら動ける人ほど成長機会を掴

みやすい環境だといえる。また、その事業の性質はほかの民間企業と比べて公共性が高い。

ゆえに、その収益性のみならず、社会のインフラとしての社会貢献に直接的に社会貢献がで

きるという点は、昨今の ESG への意識向上にもつながってくるのではないかと考える。 

 

 

5．報告書のよかった点はどこか、どのような改善余地があるか 

 統合報告書そのものについては、財務・非財務の情報が体系的に整理されており、価値創

造プロセスや中期計画との整合性が高い点が優れている。2026 年 3 月期の決算改善が明確

に示されているため、企業としての方向性が読み取りやすい。一方で、その寡占性によるも

のか、競争環境との比較可能性においてはやや不足しているような印象を受けた。非財務領

域の KPI も抽象度が高く、具体例が少ない点は改善の余地があると考える。 

総じて、日本郵政の統合報告書は、巨大な社会インフラ企業が変革に向けて動き出している

姿を丁寧に描いており、将来像や強みは理解しやすい。一方で、課題や競争環境の記述が弱

いため、読み手が自ら補完しながら解釈する必要がある。これらの点を改善することで、投

資家からすればより将来性の予測に資する報告書になるのではないだろうか。 

 


